２０２６年度事業計画
特定非営利活動法人くろとり山荘
介護報酬改定は通常3年ごとに行われるが、今回は、次回を待たずに2026年の途中で臨時改定が行われる。「期中改定」とも呼ばれ、処遇改善に特化した異例の措置で、臨時改定が行われる背景には、介護業界の危機的な人材不足がある。2023年の「介護サービス施設・事業所調査」で介護職員数が統計開始以来、初めて前年より減少し、これまで「増加ペースが鈍化」だったものが「純減」に転じた。全産業との賃金格差が拡大し、2025年度の全産業賃上げ率は5.25%だったが、介護職の給与上昇は2.0〜2.5%にとどまり、他産業が大幅賃上げを実現する中、介護だけが取り残されるリスクがある。有効求人倍率が依然高水準で、介護関係職種の有効求人倍率は3〜4倍台で推移。「求人を出しても人が来ない」状態が慢性化している。2026年度に必要な介護職員は約240万人といわれ、高齢化の進展で需要は増え続けるが、現状のペースでは確保が困難な状態で、2040年には約272万人が必要といわれている。また、地域別最低賃金が大幅引き上げされ、2025年度の最低賃金は全国加重平均で66円（6.3%）の引き上げとなった。このまま介護報酬が据え置きのままでは最低賃金に追いつかなくなる地域も出てくる状況となった。こうしたことから、政府は賃上げを途切れさせないよう、「補助金→介護報酬」のリレー方式を採用させた。　
2027年度介護保険制度改正は、来年4月1日予定されている。最大の焦点は (1)2割負担対象の拡大、(2)登録制有料老人ホームでのケアプラン有料化（登録施設介護支援を新設、原則1割負担）、(3)ケアマネ資格更新制の廃止と継続研修義務化である。要介護1・2の総合事業移行は今回見送られたが、2027年度前までに再結論が予定されている。介護費は年12兆円を突破し、現役世代負担が限界に達する中、この改正は介護職・転職希望者にとって事業所選びとキャリア戦略を左右する重大な節目となる。今回の改正が例年以上に注目されている理由は、第一に、団塊の世代がすべて75歳以上（後期高齢者）となる2025年問題を過ぎ、次の節目となる2040年問題（高齢者人口ピーク、現役世代急減）への対応を本格的に迫られていること。第二に、介護費用が2024年度に12兆円を突破し、2040年には約24兆円まで倍増すると見込まれ、現役世代の保険料負担が限界に近づいていること。第三に、これまで何度も「先送り」されてきた2割負担拡大・ケアマネジメント有料化・軽度者の総合事業移行という「三大宿題」の結論が迫られていることにある。介護費用急増の主因は高齢者人口そのものの増加に加え、要介護認定者数の増加、認知症高齢者の増加、サービス利用率の上昇、そして介護報酬改定による単価上昇にあり、要介護認定者数は2000年度の約218万人から2023年度には約700万人へと3倍以上に増えている。
事業所経営もひっ迫しており、介護費用の増加に対して、サービス提供側の事業者の経営は決して楽ではなく、2024年度の介護報酬改定では、訪問介護の基本報酬がマイナス改定となり、通所介護・特別養護老人ホームも小幅な改定にとどまった。介護労働安定センターの調査では、介護事業者の約半数が赤字経営との報告もあり、人件費・物価・光熱費の高騰が経営を圧迫し、離職率や人材確保の難しさと相まって、倒産・休廃業件数は2024年に過去最多を記録した。こうした事業所経営の現実も、今回の改正議論の重要な前提となっている。
こうした中、ＮＰＯ法人くろとり山荘は改めて、その存在、目的が問われている。ＮＰＯ法人として社会貢献していくことが求められており、私たちは誰もが安心して住み慣れた地域でごく普通の生活が送れるような街づくりを目指している。これを踏まえて今年度の活動に取り組んでいきたい。介護をめぐる状況もあり、当デイサービスでも昨年度は利用者減少によると大幅な収益減となったが、人件費、経費の削減でほぼ収支均衡となった。今年度も入院や施設入所者が多くなることが予想され、厳しい経営が予想される。こうした中、新たな利用者獲得、利用者増をめざすとともに日常の人員配置もスタッフの協力を得ながら利用者数に見合った合理的な人員数にしていく必要がある。物品購入の見直しなど節約にも努め、経営分析も行いながら経営健全化に向けて経営努力を行っていく。基本的にデイサービスの介護保険制度を依存せざるを得ないが、デイサービスの在り方をご利用者、ご家族のニーズに基づいたものにしていくように追及していかなければならない。今後も経営の厳しさは増す可能性があり、ＮＰＯ法人くろとり山荘として知恵をしぼったユニークなサービスや新たな事業の検討も必要とされている。
　一方、これまで同様「どのような利用者も受け入れていく」基本姿勢で、個々の利用者、家族に向き合ったデイサービスを目指す努力も重ねていく。スタッフに対しても労働意欲が向上していけるように介護職員処遇改善加算などを活用しながら基本給、一時金など給与のアップや有給休暇が取りやすい労働環境の整備にも努めていきたい。ただ、介護現場の求人難は依然続いており、人員確保の工夫も考えていきたい。これからも「地域密着型通所介護運営推進会議」なども活用しながら利用者・家族、地域住民の方々の意見を伺い、よりよいデイサービス運営を進めていく。災害訓練も町会の協力も得ながら工夫を凝らし、少しでも多くの住民の方にも一緒に参加していただき、災害時での地域での役割も果たしていきたい。また、様々なボランティアにも協力をいただきながらご利用者に楽しんでいただき、来てよかったと言っていただけるデイサービスくろとり山荘をめざしていきたい。スタッフも高齢化が進み、新たな人材確保と育成が求められている。組織の継続には、人材が不可欠であり会員の協力も得ながら人材確保と後継者確保・育成を追及していきたい。職員の研修等にも力をそそぎ多面的な人材育成に努めていく。研修については、介護保険制度による感染対策、災害対策、高齢者虐待、ハラスメント、認知症など必須の研修項目と同時にデイサービスにとって必要な外部研修も加え全体のレベルアップをめざし、スタッフの技術・知識・介護に対する姿勢を高めていく。多くの地域の方にご利用していただけるように気軽にデイサービスを見学していただいたり、介護、医療で悩んでおられる方の相談を行ったり、機会があれば介護や看護のお話しも行っていく。また、デイサービススタッフの協力も得て、感染対策や災害対策だけでなく夏祭りなどの地域・町会の催しや清掃活動などにもできるだけ参加を心がけ、日常的に地域の方々との信頼関係を築いていきたい。竹林・駐車場は草刈りをして整備し多くの花を植えて道行く方々にも癒しの場として活用していただく。またタケノコ掘りや駐車場も必要とされている方に利用していただく。
事故防止対策は些細な事でも隠さないという姿勢を維持し、積極的にヒヤリハット、アクシデント報告書を書き、同じ過ちを繰り返さないよう分析、改善を図って行く。また、苦情も利用者、ご家族、また地域の住民の方々から些細な事でも気軽に言っていただけるようなデイサービスを目指し、少しでも利用者、地域の皆様の期待に添えるようにしていきたい。賛助会員が年々減少している中、会員のメリット、貢献も模索しながらＮＰＯ法人くろとり山荘正会員に会員増の協力も訴え、１００名以上の賛助会員が復活できるように努めていく。会報「山荘だより」は、年２回、３００部の発行を継続していく。新たなインスタグラムやホームページの内容充実、更新も心掛け、みんなが関心いただけるようなものにしていき、デイサービス利用増にもつなげていきたい。現在、介護をめぐる情勢は厳しく、またＮＰＯ法人くろとり山荘も同様に厳しい課題・状況にあり、これを乗り切っていくためには、会員の知恵、協力無しはできない。強く会員皆さんの協力を訴えていきたい。

